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向」列に記載されている23.1%である。 

 以上の方法で、観光客の災害直後の避難意識、避難開始に関する意思決定、避難経路選択に関する意思決

定をパターン化することができる。 

 

 

５．結論 

 

 本研究では、姫路城にて行なった調査をもとに、災害直後の避難意識、避難開始に関する意思決定、経路

選択に関する意思決定を用いて観光客の避難行動のパターン化を行った。 

 また、本研究では以下のことが明らかとなった。避難開始に関する意思決定において、多くの観光客が誘

導員や標識などの公的な情報を重視する割合が高い「公式情報（避難開始）重視志向」の意思決定を行なう

ことがわかった（表5）。また、経路選択に関する意思決定においても同様に誘導員や標識が指示した道を

重視する割合が高い「公式情報（経路選択）重視志向」のグループに大半の観光客が属することがわかった

（表6）。さらに、避難開始に関する意思決定で「公式情報（避難開始）重視志向」の意思決定を行なう観

光客は、経路選択においても「公式情報（経路選択）重視志向」の意思決定を行なう可能性が高いことも明

らかとなった（表7）。 

 今回は、観光客の避難行動のパターンを確率的に示した。しかし、性別や年齢、訪問回数、ともに観光し

た人、ともに観光した人数などの属性や平常時の観光行動を説明変数として、観光客の避難行動や避難行動

のパターンをあきらかにすることで、観光地に応じた避難誘導や災害情報提供などの提案や実践つながるこ

とが期待されるため、さらなる調査が必要である。これは今後の課題である。 

 

謝辞：本研究は研究拠点形成プログラム「歴史都市を守る文化遺産防災学推進拠点」の研究成果の一部であ

る。また調査は立命館大学歴史都市防災研究所第Ⅱプロジェクト室の方々の協力を得て実施した。関係者各

位に感謝の意を申し上げる次第である。 

 

参考文献 

1) 観光白書平成25年版 

2) 朝日新聞：2013年9月22日朝刊「浸水被害は5123戸 台風18号、あす１週間/京都府」 

3) 上田 遼・瀬尾 和大・元木 健太郎：地域防災力に着目した地震火災時の災害時要援護者救助シミュレーション : 東京

都杉並区阿佐ヶ谷高円寺の木造密集市街地を例として, 日本建築学会計画系論文集, No. 622, pp137-144, 2007 

4) 崔青林・豊田祐輔・谷口仁士・鐘ヶ江秀彦・伊津野和行：地震時における避難行動の意思決定プロセスに関する研

究 : 京都清水寺周辺地域をケーススタディとして,  歴史都市防災論文集, No.7, pp.23–30、2013  

5) 神戸新聞ネット「山崎断層帯南東部 大地震確率、最大０・０１％に引き下げ」（更新日2013年7月19日）

http://www.kobe-np.co.jp/news/bousai/201307/0006173953.shtml 

6) 兵庫県地域防災計画 地震災害対策計画 平成25年修正（更新日2013年9月6日）

https://web.pref.hyogo.lg.jp/pa18/documents/zisinn.pdf 

表 7 避難開始に関する意思決定ごとの経路選択に関する意思決定 

  

バランス（経路

選択）志向 

公式情報（経路選

択）重視志向 

歩行経験重視志

向 

道幅重視志向 

バランス（避難開始）志向 46.7%（14） 30%（9） 10.0%（3） 13.3%（4） 

公式情報重視（避難開始）志

向 

7%（9） 78.1%（100） 8.6%（11） 6.3%（8） 

自分重視志向 15%（3） 30%（6） 35.0%（7） 20.0%（4） 

周囲重視志向 15.4%（2） 46.2%（6） 15.4%（2） 23.1%（29） 

      パーセントは行におけるパーセントを表す。（）は人数 
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１．はじめに 
 
 京都市は、観光客が年間5000万人を超える国内有数の観光都市である。その一方で、京都市には花折断

層などの多くの活断層が存在し、将来的に大規模な地震が発生することが予想されている。兵庫県南部地震

の際には道路の損傷あるいは沿道構造物の倒壊等により、道路網の交通処理能力が大きく低下した。機能障

害を受けた道路が、災害時特有の交通行動によって発生した交通を処理しなければならなくなったが、これ

らの交通需要は道路に残された交通処理能力を上回るものであったため、大規模な渋滞が発生した。その結

果、緊急車両などの優先順位の高い車両も円滑に処理できない事態が発生した。また、東北地方太平洋沖地

震では、被害の大きかった東北地方だけでなく首都圏でも交通網が麻痺し、多数の帰宅困難者が発生すると

ともに、道路では大規模な渋滞に見舞われる事態が生じた。 
将来、京都市においても同様の事態が発生すれば、文化遺産をはじめ周辺住民や観光客が多大な損害を被

ることが予想される。そのため事前に災害時における交通状況を予測し、平常時に必要な道路整備を行うと

ともに、災害時交通マネジメント計画を検討しておく必要がある。 
 塚口ら1）は災害時交通ネットワークに対する交通マネジメントの枠組みを構築するとともに、京都市市民

アンケート調査を行い、災害時における交通行動に関する分析を行った。松本ら2)は兵庫県南部地震の被災

−195−



2 
 

地の住民を対象にアンケート調査を実施し、震災から3日間における交通行動について明らかにした。塚ロ

ら3)、は阪神.淡路大震災のデータをベースとして、京都市の道路の通行可能率を算定した。久下ら4)は、災

害時交通マネジメントならびにこれを効率的に実施するために望まれる平常時における道路整備について検

討した。安ら5)は震災時における道路モニタリングシステムの導入効果を把握するために、ミクロシミュレ

ーションを用いて、システムの概要、設定条件について検討した。 
 以上の研究は、いずれも地震発生の3日後程度の時点に焦点を当てている。そこで、本研究では、京都市

において大規模地震が発生した場合を想定し、災害発生のおよそ3時間後の交通需要を推計するとともに、

当該時点で必要となる交通マネジメントについて検討することを目的とする。 
京都市において、災害発生直後における交通状況を予測するための適切なデータは存在しないが、本研究

では、他地域における既存データを利用するとともに、京都市民に対するアンケート調査結果も用いて、震

災時に京都市における交通行動を推測した。なお、発災直後の交通状況ならびにその後(当日)の交通対策は、

地震の発生時刻帯やその他諸条件によって大きく異なると考えられる。このため、本研究では、いくつかの

シナリオを設定して論じることとしたい。 
 
２．対象地域 

 
 本研究では上京区、中京区、東山区、下京区の4区（以下：4区）を対象地域とした。これら4区のうち上

京区、中京区、下京区は京都市の中央に位置しており、産業•経済活動の中心地であると言え、人の流れも

大きい。また、文化財数が全国に占める割合の大きい京都市の中でも、最も文化財が多く存在するのは東山

区である6)ことから、これら4区を対象地域として選定した。また、対象4区は、2005年度の小学校区38ゾー

ンに分割し、各ゾーンのセントロイドは小学校の位置とした。4区内の38ゾーンと道路ネットワークのみで

は対象地域外から流出入する交通量が把握できないため、4区の周辺には、13個のダミーゾーンを設け、道

路ネットワークは、4区内のネットワークよりも一回り大きいものと設定した。 
 

３．平常時の交通需要推計 

 
地震の発生は事前に予測できないため、災害発生時には平常時の交通行動が行われていることになる。こ

のため、発災直後の交通状況を推定するには、平常時の交通行動がベースとなる。 
 
（1）平常時配分交通量の算出 

災害時の交通状況を推定するためには、基本となる平常時の交通状況の把握が必要となる。本研究では、 
2000年に実施された第4回京阪神都市圏パーソントリップ調査結果7)を基礎データとし、本研究の目的に合

致するようにゾーン分割を行った。なお、2010年の第5回京阪神都市圏パーソントリップ調査結果9)（以下、

PT調査）も公表されているが、滋賀県を除いて各府県および政令指定市ともにトリップ生成量が第4回の結

果よりも減少する傾向にあった。このため、第4回PT調査の結果を使う方が、より厳しい状況下の安全策を

検討できると考えた。発災直後の交通状況を推定する場合には、発災時刻帯が非常に大きく影響する。本研

究では後述するように、11時に地震が発生するというシナリオの下で議論を進めたため、配分を行う時刻帯

はその3時間後の14時台とした。 
 

（2）平常時の配分結果 
対象地域の交通量を把握するためには、道路ネットワークにおける交通量調査が必要となるが、本研究で

はPT調査データを活用して4段階推定手法を利用し、交通量推定を行った。4段階推定手法の中、交通量配

分段階を経て各道路区間の交通量が推定される。交通量配分手法は一般的にFrank-Wolfe法が利用されてい

て非線形最適化問題を解くアルゴリズムが利用された方法である。本研究では基本的にはFrank-Wolfe法を

用いて配分計算を行った。しかし、この方法では道路上交通量のOD内訳が分からなくなるため、各リンク

のOD内訳を求める際には分割配分法8)を使用した。分割配分法では分割回数は10回とした。なお、PT調査

では営業車両が含まれていないので、道路交通センサスにおける車種構成比を用いて求めた補正係数を乗じ

て営業車両を考慮して14時台の分布交通量とした。 
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図1 実測値とFrank-Wolfe法による推測値の比較       図2 実測値と分割配分法による推測値の比較 

                            
図3 Frank-Wolfe法と分割配分法の比較           図4 平常時14時台における旅行速度図 

 

配分交通量を算出した後、観測値である2005年度道路交通センサス8)の調査地点交通量と比較した。配分

結果と上記の実測値を比較した結果をFrank-Wolfe法、分割配分法のそれぞれについて図1、図2に示す。ま

た、二つの推定結果を比較し図3に示す。図1と図2では、各配分方法の推定値と観測値の相関係数が0.84, 
0.88とかなり高く関係していることを示している。また、Frank-Wolfe法と分割配分法の推定値間の相関係

数は0.92と計算され、さらに高い関係があることが分かった。そして、各道路区間データは各配分方法の結

果データとしか関連していないので、同一検定を行うにはデータ数が足りない。そのため、相関係数を見た

結果だけで考えると各配分方法結果は大きな差異が認められず、各配分方法結果と観測値との適合性はある

と言える。図4は平常時14時台におけるFrank-Wolfe法の配分結果を用いて渋滞箇所を示す。 
ここでは、警察庁及び国土交通省による「道路交通情報の提供の在り方に関する基本的考え方」9)を参照

し、旅行速度が10km/h以下のリンクを渋滞リンク、20km/h以下のリンクを混雑リンクとした。その結果、

渋滞リンクは19リンク、混雑リ ンクは98リンクであった。 
 

４．災害発生直後の交通需要の推計 
 
（1）災害発生直後の交通需要の推計の考え方 

災害発生直後の交通需要を予測する場合には、災害発生からの時間経過とともに人々のニーズが変化し、

これに伴って交通行動が変化するので、災害発生時刻ごとに災害時交通需要の推定方法も異なると考えられ

る。災害発生直後に関しては、災害の規模、災害発生時刻によって自動車交通状況は様々であろうから、自

動車交通需要の予測には何らかのシナリオが必要である。そこで本研究では、発災時刻を11時に設定し、そ

の3時間後の14時台の災害時交通需要を算出することとした。地震発生から3時間後には、余震が治まり、

市民もある程度の情況把握ができる状態と想定した。なお、14時台は一般に買物、営業などの通行目的で自
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動車利用が多くなる時刻帯である。以下、災害時自動車交通需要を推定する方法でより詳細なデータを利用

して説明する。 
 

（２）平常時の自動車利用者による災害時自動車交通需要 
地震発生時には、安否確認、被害状況の確認あるいは再避難などのために、平常時には存在しない新たな

交通需要が発生することは、阪神・淡路大震災等における知見から認められる事象である。そこで、発災当

日の14時台自動車交通需要の推計手法としては、久下ら4)の先行研究と類似した手法を用いた。久下らは8
時台の交通量を推計したため、同時刻帯に多い通勤目的の自動車交通をベースとしていた。しかし、平常時

14時台における自動車交通の出勤目的の割合は3％にも満たさないため、出勤目的に基づいて災害時交通需

要を求めることは適切でないと考えられる。そこで、本研究ではPT調査結果をベースとするものの、阪

神・淡路大震災の発災当日における被害者アンケート12)、兵庫県南部地震の実態調査13)の結果に安否確認等

の目的の交通を加えて修正し、災害時の自動車交通量を推定した。その推定手順を図5に示す。 
 

（３）平常時の鉄道利用者による災害時自動車交通需要 

地震発生当日には、上記の自動車交通需要の他に、通常は鉄道等の公共交通手段の利用者の一部も自動車

利用を余儀なくされると思われる。「阪神・淡路大震災調査報告」10)によれば、地震発生と同時に、鉄道の

運転が停止状態になり、短時間で復旧し、運転再開されることはほぼ不可能であると考えられる。このため、

地震発生以降に鉄道利用予定者は交通行動自体が行えないか、あるいは、行動を思い止まらざるを得ないで

あろうから、本研究では検討対象外とする。しかし、地震発生時刻帯に鉄道で移動中の人々に対しては考慮

する必要があろう。 

 

図5 平常時の自動車利用者による災害時自動車交通需要の算出フロー 
 

図6 平常時の鉄道利用者による災害時自動車交通需要の算出フロー 
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図7 災害時14時台における旅行速度図 
 

そこで、図6に示す手順でこのような交通需要を推定することとした。まず、対象地域における時刻帯別

交通手段分担率11)を用いて、11時における全目的鉄道利用者数を求めた。これらの鉄道利用者による安否確

認目的交通需要、生活物資入手等のための交通需要、避難目的交通需要を求めた。 

災害発生当日の14時台における災害時自動車交通量は、図5による算出結果と図6による結果を合計して求

めた。その結果、災害時14時台における交通量は、平常時8時台における自動車交通量の約82％となった。 

 

（４）災害時道路ネットワーク 

災害時においては、沿道建物や道路付属物、道路占用物の倒壊、ならびに道路の破損などにより、多くの

場所で道路機能障害が発生し、利用できる道路ネットワークが限られることになる。本研究は先行研究から

求めた通行可能率3）に基づき、閉塞リンクを選定した。本研究では道路へのダメージが比較的小さいと考え

られる、通行可能率が0.5以上のリンクは通行でき、0.5以下のリンクは通行不可と考えることとした。また、

緊急車両の優先走行が担保できるように、京都市が指定している緊急輸送道路に関しては、第1次緊急輸送

道路および第2次緊急輸送道路に規制が行われたとし、この緊急輸送道路にあたる道路は1車線分の交通容量

を削減した。 
この条件に基づいて構成されたネットワークに災害時交通配分を行った。配分方法は平常時と同様の方法

を利用した。その旅行速度を図7に示す。域内における渋滞リンクは54個があり、混雑リンクは279個があ

った。また、国宝や重要文化財などが多数点在している東山区では、特に渋滞、混雑リンクが多く発生する

ことが分かった。 
 

５．ダメージを受けた道路ネットワークにおける発災当日の道路状況予測 

 

（１）対象地域の再選定 

ダメージを受けた道路ネットワークにおける道路状況を推定するには、ミクロシミュレーションが適して

いる。しかし、本研究で取上げた4区全体は、ミクロシミュレーションを用いて道路状況を推定する範囲と

してはやや広いと思われる。そこで本章では東山区を対象とすることにしたい。東山区は京都市の中でも歴

史的建造物が多く存在し、歴史的な価値が高い。また木造住宅密集地域でもあることから道路ネットワーク

は脆弱であると考えられる。そのために、また、文化遺産防災のためにも、災害が起きた後の状況を予測す

る必要性が高いと言える。 
 

（２）本研究で用いるシミュレーションソフト 

本研究の対象範囲は東西約400m×南北約1700mの道路ネットワークであり、再現すべき交差点は十数個
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である。この条件を考慮し、Kyoto University & Newjec Simulation Assistant of traffic Kinetics for 
Urban Road network Assessment（以下、KUNJ-Sakura）を用いることとした。KUNJ-Sakuraは『都市

道路ネットワーク評価のための交通動態に関するシミュレーションアシスタント』の略称であり、十数km2

程度の区域における数十カ所の交差点を持つネットワークに対し、追従モデル等を利用して車両1台1台の挙

動を把握し、ネットワーク内の動的な交通流の状況が把握可能なミクロシミュレーションソフトであり、本

研究の範囲に適切に利用できる交通流シミュレーションソフトである。 
 

（３）災害時シナリオ 

大規模な地震が都市を襲った時には、機能障害が生じた道路網に安否確認の車両や、緊急輸送および救援

活動の車両等が入り混じり、混乱した状況となるであろう。このような状態に対処できるような対応策が求

められているが、災害発生直後の道路交通状況や交通需要を一意的に求めることは難しい。そのため、車両

に与える影響が大きいと思われる事象を抽出し、各事象の変化を組み合わせることで複数の災害時のシナリ

オを想定することとした。そして、想定したシナリオにおいて、ミクロシミュレーションを行い、災害時に

おける道路交通状況を予測した。 
本研究で基本としたシナリオは、①冬季の11時に花折断層を震源とする地震が発生した。②東山区の震度

は7であり、余震は発生していない。③3時間後の14時には、発災直後の戸惑い状態からある程度回復しつ

つある。④観光客は少なかった。以上の条件に基づき、通行不可区間の有無、信号の被害状況、橋の損害状

況、鉄道の被害状況など、各事象の変化を組み合わせることで複数の災害時のシナリオを作成した。①～④

の条件はシミュレーションの初期状態を調節することによって表現した。地震が発生して影響された道路ネ

ットワークは通行可能率を利用して閉塞した道路区間として設定した。そして、余震がないと想定し、その

ネットワークに変化がないと設定した。③の条件は大きな振動等で、運転手は最初運転をやめ、車を止め、

様子を見ながら状況を少しずつ把握する行動をとると想定した。そして、ほとんどの車両が再び動き始める

時間を3時間程度に想定し、14時台の交通流状況を表現することとした。観光バスなどの挙動に関しては把

握できなかったため、観光客の影響はほぼないことと想定した。以下、これ以外の条件に関してケースごと

に説明する。 
 

a) 五条大橋の被害状況を考慮する場合(ケースⅠ) 
阪神・淡路大震災においては、橋梁（高架構造物を含む）への損傷が大きいことが記録されている。東山

区においても、地震が発生した場合、橋梁の損傷による交通への影響を考慮する必要がある。特に、五条通

は都市中心部を貫く国道1号線であり、下京区と東山区の境界に位置する五条大橋は対象地区周辺の道路ネ

ットワークの要である。そのため、五条大橋が機能障害を起こし通行不可となれば、その影響は非常に大き

いと思われる。そこで、五条大橋が通行不能となった場合をケース1とした。ケース1におけるその他の条件

は表1に示すとおりである。しかし、ケース1では信号の被害がないことと想定している。一般的に震度7ク
ラスの地震では、橋が被害を受けると、信号も被害を受けることになると思われるが、本研究においては、

橋の被害による災害時交通状況と信号の被害による災害時交通状況を区別するために、あえてケース1では

信号の被害がないことと想定した。 
ケース1のシミュレーション結果を図8に示す。その結果、五条大橋が地震により通行不可の状態になった

場合、五条通からの流入交通車両は河原町五条交差点で四条通と七条通に迂回し、次第に四条通と七条通に

渋滞が発生する可能性が非常に高いことが予想される。道路交通が極度に混乱し、緊急・救援車両も通行で

きない状態になる可能性もある。 
表1 被害状況の予測 ケースⅠ 

被災状況の予測 通行不可空間 緊急道路確保 高速道路の被害 鴨川に架ける橋の被害 信号の被害 鉄道の被害

有 ○ ○  ○  ○ 

無   ○  ○  

 
表2 被害状況の予測 ケースⅡ 

被災状況の予測 通行不可空間 緊急道路確保 高速道路の被害 鴨川に架ける橋の被害 信号の被害 鉄道の被害

有 ○ ○   ○ ○ 

無   ○ ○   
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図8 ケースⅠによる14時台東山区の渋滞個所         図9 ケースⅡによる14時台東山区の渋滞個所 
 

b)信号被害を考慮する場合（ケースⅡ） 
地震による発電所の送電停止、鉄塔の倒壊、電柱の倒壊などによって、道路上の信号機が機能を失う可能

性が大きい。そこで、東山区にあるすべての信号機が停止する場合を想定した。具体的には、ミクロシミュ

レーションにおいて、すべての交差点を信号が設置されていない交差点として扱った。この状況をシナリオ

のケースⅡとし、詳細な条件は表2に示す。そして、この状況下の旅行速度は図9に示す。 
その結果、各交差点で大規模な渋滞が発生し、特に三条通、四条通、五条通、および五条通とクロスする

東大路通では極度に混雑し、救出・救援活動や消防活動に支障を生じることも予想される。 

 
６．災害時交通マネジメント 
 

（１）災害時交通マネジメントの考え方 

災害時においては、道路交通が極度に混乱し、緊急・救援車両も走行できない状況となる恐れがある。本

研究は、域外ゾーンからの流入に対して規制を行い、流入交通量を削減することで渋滞を緩和させるマネジ

メントについて検討する。 
平常時だけでなく災害時にも渋滞する可能性の高い三条通、五条通周辺の渋滞を緩和するための災害時交

通マネジメントを取り上げる。三条通および五条通周辺の自動車交通を円滑に処理するには、自動車におけ

る交通需要の抑制として対象地域外からの流入交通を規制することが考えられる。また、すべての主要流入

部において域外からの流入交通を抑制することも検討する。 
 
（２）主要流入部における交通量抑制の効果 

まず、4 区を中心とした配分結果における渋滞リンク数については、三条通と五条通りからの一般車両の

流入交通を一時的に閉鎖することによって、全域に渡り災害時と比べ、53.7%（54 個→25 個）減少した。

その近辺だけでなく、4 区全体で渋滞が緩和された可能性がある。また、主要流入部のすべてにおいて域外

からの流入交通量を半減させることによって、渋滞リンク数は 68.5%（54 個→17 個）減少され、ほぼ平常

時の状態に戻ったと思われる。 
 
７．終わりに 
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図10 マネジメント有無による平均滞留長        図11 マネジメント有無による平均速度 
 

本研究では発災直後の交通需要を推計するとともに、これを災害時道路ネットワークに配分することによ

って、災害時における自動車交通量および渋滞個所を把握した。さらに、ミクロシミュレーションを用いて、

ダメージを受けた道路ネットワークにおける災害発生当日の道路交通状況を検討した。シミュレーションに

おける災害条件としては、五条大橋の倒壊、および全交通信号の機能停止の2つのシナリオを設定した。 
 その結果、いずれの場合にも道路の処理能力を低下するに大きな影響が生じることが確認された。減災の

ための対策としては、これらの事態が生じないように橋梁の耐震性強化や交通信号の強靱化が望まれるが、

これを完全に実施することは困難である。このため、災害時を想定した交通マネジメントが重要となる。京

都市における災害時の交通マネジメントとしては、主要流入部における流入交通量の削減が有効であると考

えられる結果となった。 
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